
　齊藤　健康診断のエビデンスについ
て、山崎先生にうかがいます。
　まず、健康診断の目的はどのように
理解したらよいでしょうか。
　山崎　予防医学の範疇に入りますが、
健康診断を行うことによって、受けた
方の予後が改善するか、あるいはQOL
の向上につながるかといったことが、
健康診断のエビデンスという点では第
一の目標になります。
　第二は、治療医学とは少し様相が異
なっていて、最終的に医療費の抑制に
つながるのかどうか。健康診断を受け
ることが医療費の抑制につながるのか、
こういった視点も健康診断を受ける目
的の大きな柱ということになって、こ
の２点から健康診断のエビデンスを考
えなければいけないということになり
ます。
　齊藤　健康診断は戦後から行われて
きておりますので、現在のようなEBM
時代に入って、先生がおっしゃったよ
うな点でのサポートするエビデンスが
あるかが問題だということでしょうか。

　山崎　はい。
　齊藤　例えば、胸部レントゲン写真
についてはどんな状況なのでしょうか。
　山崎　胸部レントゲン写真を撮るこ
との有効性を証明する最上のエビデン
スということになりますと、これは治
療領域と全く同一で、RCT、すなわち
ランダム化症例対照試験によって証明
する必要があります。具体的には、胸
部レントゲン写真を撮る集団と撮らな
い集団をランダム割付によって２群つ
くり、その両群での予後、あるいは肺
癌の発見率といったものを比較する必
要があります。
　これについて2011年、「JAMA」と
いうアメリカの医学雑誌にRCTが一つ
発表されました。それによりますと、
毎年、胸部レントゲン写真を１回ずつ
４年間にわたって撮る集団と、それを
いっさい行わない集団、２つのグルー
プでの肺癌の発見率、予後の改善効果
といったものを比較したわけですけれ
ども、肺癌の発見率および肺癌の早期
発見による予後の改善に胸部レントゲ
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ン撮影が貢献しなかったという論文が
発表されております。海外のエビデン
スではありますけれども、胸部レント
ゲン写真は肺癌の発見、予後改善には
つながらない、推奨できないと米国で
報告されました。
　齊藤　胸部レントゲンの目的は肺癌
の発見ということですけれども、古く
は結核の発見ということですね。そう
いった意味で、結核が多い地域ではま
だ必要性があると考えてよろしいです
か。
　山崎　おそらくそうだろうと思いま
す。肺癌に比べると、肺結核の診断率、
すなわち正しく診断する確率が非常に
高いということも間違いなくあります
ので、おそらくは肺結核をターゲット
にした場合には、その有効性は証明さ
れる可能性が高いと思われますが、
RCTを行うこと自体が難しいのが現状
です。
　齊藤　まだなかなか難しいというこ
とですね。ヘリカルCTではどうでし
ょうか。
　山崎　人間ドックなどでは最近はむ
しろ肺癌を見つけるためにはCTを撮
りましょうということで行っている施
設が多いかと思いますけれども、これ
についても幾つかのRCTが海外では行
われていて、CTではあっても必ずし
も肺癌の予後改善の証明には至らなか
ったということが報告されております。
　齊藤　なかなか難しいということで

すね。
　山崎　難しいと思います。
　齊藤　前立腺癌の血液マーカーにつ
いてはどうですか。
　山崎　PSAですね。
　齊藤　これはいかがでしょうか。
　山崎　腫瘍マーカーの中では、PSA
が断トツに前立腺癌を見つける感度あ
るいは特異度が高い検査法として確立
はしております。これも実は、2011年
ですけれども、米国予防医学作業部会
がこれまでのPSAによる健康診断を行
う群と行わない群で行われたRCT２つ
をまとめて報告いたしました。その報
告の中では、２つのRCTはいずれも、
PSA健診を行っても、前立腺癌を見つ
けて治療することによる予後の改善に
は貢献できなかったということが報告
され、その部会からは、米国民に向け
て、PSA健診は推奨されないと勧告が
なされました。
　一方、それに日本の泌尿器科学会が
素早く反応いたしまして、2012年にな
ってから、学会声明を出しております。
それによると、米国と日本での疾病構
造等々違いがあるだろう、まだ日本で
は体系的な情報収集、すなわちエビデ
ンスの蓄積ができていないので、今の
ところ、日本国民に対してはPSA健診
を推奨するということが報告され、ホ
ームページ上にも公開されているとこ
ろです。
　齊藤　アメリカの予防医学のエキス
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パートの勧告と、一般の泌尿器科医の
考え方は違うということですね。
　山崎　そういうことですね。やはり
かなり環境が違う、医療費ももちろん
違ってくるわけですから、日本でのエ
ビデンスの収集がないことには、海外
のそういった勧告であっても、必ずし
も日本には受け入れがたいというのが、
少なくとも日本の泌尿器科学会の考え
方ということになろうかと思います。
　齊藤　ということで、EBMのつくり
方になってきますけれども、PSAでい
くと、どういうことが可能なのでしょ
うか。
　山崎　ある男性集団の中で、ランダ
ムにPSA健診を行う方と行わない方と
いうのを割り付けて、ある程度長期間
のフォローアップをして、両群間での
発見率のみでなく予後を比較するとい
うRCTを行わないと、正確な証明はで
きないと思います。
　齊藤　数、期間という意味で、たい
へんな時間とお金もかかりますね。
　山崎　はい。
　齊藤　やるのは難しいでしょうか。
　山崎　難しいと思います。観察研究
として、例えばPSA健診を行っている
方々、PSA健診を行わなかった方々を、
前向き、あるいは後ろ向きに過去にさ
かのぼってデータを収集することによ
って、PSAを調べることが癌の発見お
よび予後改善につながるかということ
を調べる手法もありますけれども、こ

れはどうしても幾つかのバイアスが両
群間で生じるということが考えられて、
必ずしも得られたエビデンスが正しい
ものかどうかという保証にはならない
ということがあります。
　例えば、前立腺癌が典型ですが、ゆ
っくりと進行する癌は、健康診断では
見つかるわけですが、そういう癌はも
ともと予後がいいわけです。
　一方で、健康診断を行わなくて、何
らかの症状が出て、病院に行って診断
されて前立腺癌が見つかる。これは症
状が出ている癌ですから、ある意味で
は進行の速い癌だということもありま
すので、健康診断を行う群と行わない
群を比較すると、健康診断を行うこと
が、予後のいい癌を見つけて、その癌
の予後がいいということになるわけで
すが、これは健康診断を行うことが予
後をよくしているのではなくて、予後
のいい癌を健康診断が見つけるという
ことにすぎない。これをlead time bias
といったりしますけれども、こういっ
た現象が起こりえますので、どうして
も観察研究だけでは十分なエビデンス
とはなりません。
　齊藤　EBM時代の健診の立場とい
うのは難しいということですね。
　山崎　そのとおりです。
　齊藤　さて、人間ドックが広く行わ
れていますけれども、人間ドックとエ
ビデンスという関係はいかがでしょう
か。
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　山崎　いわゆる集団で行う対策型の
健康診断に対して、本人の希望で自費
で行う人間ドック、すなわち任意型の
健康診断がありますが、人間ドックの
ほうは本人がみずからお金を出して、
希望して行うわけですから、医療費と
いう点では多少ハードルを低くしても
いいのだろうと思いますし、人間ドッ
クを行うことによって、健康である、
病気がないということを確認すること
による充足感、満足感、そういった要
素も加味したうえでの評価ということ
になりますので、集団で行う健康診断
に比べると、人間ドックのほうがハー
ドルが低くて、必ずしも有効性が証明
されていなくても、十分に行う意味の
あるものが幾つか出てくるのではない
かと思います。

　例えば、現在、私も東大病院検診部
長を兼任して東大病院での人間ドック
を担当しております。脳血管ドックと
して脳のMRIやMRAを撮る検査があ
ります。これなどは、行うことによっ
て予後改善につながるというエビデン
スはないのですけれども、こういった
ドック検査を行い、動脈瘤がないこと
がわかることによって、クモ膜下出血
のリスクは自分にはないのだと安心す
る。そういった充足感が得られますの
で、そのサービスの対価を個人が負担
しているという点で、意味があるので
はないか、と思います。保険等の公的
資金に依存していないのですから医療
費抑制を云々する必要がありません。
　齊藤　どうもありがとうございまし
た。
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